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医療機関、障害者施設等における旧優生保護法に関連した資料の保全について（依頼） 

 

 

平成８年に現在の母体保護法に改正される前の旧優生保護法に関しては、「優生保護法下

における強制不妊手術について考える議員連盟」や「与党旧優生保護法に関するワーキング

チーム」において議論が行われており、今般、当省に対し、今後の検討に備えて医療機関、

障害者施設等が現時点で保有する資料について、当省から速やかに保全の協力を依頼するよ

う要請がありました。  

旧優生保護法に関する資料については、都道府県等のほか、別記施設及び機関においても

保有している可能性が考えられることから、貴都道府県・指定都市・中核市におかれては、

管内の別記施設及び機関に対して、下記により当該資料を適切に保全することを依頼いただ

くよう御協力をお願いいたします。 

 

記 

 

旧優生保護法下において作成等が行われ、現時点で別記施設及び機関が保有している

旧優生保護法に関連した資料や記録について、保存期限を問わず当分の間廃棄せず、保

存を継続すること。 



 

以上 

［照会先］ 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

   課長補佐 工藤春華  企画調整係 橋本捷太 釼持智洋 

   直通：０３－３５９５－２５４４ ＦＡＸ：０３－３５９５－２６８０  



別記 保全措置対象施設及び機関 

 

○ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 38条に規定する母子生活支援施設 

○ 児童福祉法第 41条に規定する児童養護施設 

○ 児童福祉法第 42条に規定する障害児入所施設 

○ 児童福祉法第 43条の２に規定する児童心理治療施設 

○ 児童福祉法第 44条に規定する児童自立支援施設 

○ 医療法（昭和 23年法律第 205号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に

規定する診療所 

※歯科医業を行うもの（医業と併せて行うものを除く。）を除く。 

○ 売春防止法（昭和 31年法律第 118号）第 36条に規定する婦人保護施設 

○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123

号）第５条第 11項に規定する障害者支援施設 


